
1 

 

令和６年度 財務監査（定期）第２回 

 

１ 監査結果［指導事項］に関する報告に基づく措置等の内容 

指 導 事 項 措置等の状況 機関名 

１ 上田市版内部統制基本方針の策定について 

 

平成 29 年地方自治法改正により、内

部統制の整備及び運用並びに監査委員

による審査が法定化され、上田市には努

力義務が課せられています。 

令和５年度は行政管理課がリスク管

理（内部統制）体制構築に向けた不適切

事案等の取りまとめを行い、職員アンケ

ートを実施しました。また、監査委員と

の共催による職員研修を行いました。 

こうした取組の成果は着実に現れて

いるものの、重要な事務ミスが発生して

います。事務ミス未然防止の取組を着実

に推進するため、「上田市内部統制基本

方針」を策定して、内部統制制度の実施

体制整備に向けた指針とされることを

求めます。 

 

 

 令和６年度においても引き続きコン

プライアンス研修を開催し、内部統制へ

の意識の醸成を図っています。また、部

長会議や課長会議といった庁議等を通

じた重要な施策や注意喚起等の情報共

有に加え、各課が独自に実施する実態調

査や検査等により、それぞれの所管にお

いて事務事業の点検等を実施していま

す。 

 ご指摘の「上田市内部統制制度基本方

針」の策定について、当市の地方自治法

上の位置づけは努力義務とされていま

すが、健全な組織運営に不可欠な要素と

認識しています。 

基本方針の策定により組織として内部

統制の仕組みを構築することで、既存の

取組を体系的に整理し、職員の責任感と

意識の向上を図り、風通しの良い健全な

組織風土の醸成に努めてまいります。 

さらには、基本方針の策定が内部統制の

本来の目的である「住民の福祉の増進」

に資するものとして、社会的にも信頼さ

れる行政運営を目指します。 

 

行政管理課 

２ 上田市仕事改革・意識改革推進本部規程の改正等について 【行政監査】 

 

事務又は事業に係る不祥事への対応

は、上田市仕事改革・意識改革推進本部

規程によっています。同規程は、事務・

事業における不祥事を未然に防止し、

市民から信頼される公正な組織体制と

職員倫理を確立することを目的とし

て、副市長を本部長とする推進本部を

設置し、その下に３つの改革チーム（仕

 

上田市仕事改革・意識改革推進本部につ

いて、同組織ではこれまでに不祥事案件

が発生した際の実態調査や再発防止策

の検討、組織内部への再発防止に向けた

周知・啓発等に取り組んでいるところで

す。 

ご指摘いただきました内容につきまし

ては、現在、事務誤りや不祥事を未然に

 

行政管理課 
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事改革チーム、意識改革チーム、検査チ

ーム）を置き、不祥事の実態調査、不祥

事防止のための意識改革、会計処理に

対する実地検査の実施等を定めていま

す。 

いずれの改革チームも事後対応に重

きを置いた内容となっていますので、

今後、内部統制体制の整備と合わせ、事

務ミスや不祥事の未然防止を重視した

規程への改正等を検討してください。 

 

防止するため内部統制制度の構築を検

討しているところですので、今後、同制

度との統一を含め検討してまいります。 

３ 基金のうち有価証券額面額と購入差額の処理について 

 

基金のうち有価証券の年度末残高に

ついて、減債基金の有価証券は額面額に

依っているのに対して、地域振興事業基

金は購入額に依っています。購入差額の

扱いが異なっていますので統一してく

ださい。 

また、債券管理簿の補助簿として債券

台帳の作成を検討してください。 

 

 

債券の購入差額は、債券購入時ではな

く、償還時に処理することで統一しま

す。 

基金の有価証券の額も購入額で統一

します。 

また、補助簿の作成についても順次進

めます。 

 

 

財政課 

 

市民参加・

協働推進課 

４ 基金の有価証券に係るリスク管理について 

 

令和５年度決算審査において、基金に

おける有価証券運用について運用ルー

ルの統一化と運用管理の統制化による

リスク管理の徹底に関する意見を付し

ました。（『令和５年度上田市一般会計特

別会計決算及び基金の運用状況審査意

見書』P13 第 3-1-⑻「基金の有価証券に

係るリスク管理」参照） 

その後のヒアリングで次の点につい

て確認できました。 

① 債券運用については、短期の資金

需要に制約が生じる点に留意し、財

政部長、会計管理者をはじめとする

関係職員により、年度末に当年度の

債券運用実績を確認したうえで次

 

基金の運用につきましては、引き続

き、国債や地方債等の安全性の高い債券

を中心に運用し、有効に活用していくよ

う努めています。 

 ②の債券購入にあたっては、統一ル

ールとして、市長、副市長、財政部長、

会計管理者及び関係職員の決裁を得て

進めます。 

 ①債券運用の協議や③の統一化の

検討につきましては、関係課と連携し、

令和７年度のできるだけ早い時期に実

施してまいります。 

 

財政課 

 

市民参加・

協働推進課 
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年度の債券運用計画を協議し、その

範囲で債券購入を行うこととしま

す。 

② また債券購入にあたっては市長、

副市長、財政部長、会計管理者及び

関係職員の決裁を得るものとしま

す。 

③ 現在、債券運用の根拠として「上

田市公金管理及び運用に関する基

準」、「上田市地域振興事業基金の債

券運用に関する申し合わせ事項」の

２つの規程がありますが、特定目的

基金に関して統一した申し合わせ

事項の作成を検討し、運用を図りま

す。 

①から③の取組を確実に進め、適切に

運用管理を行ってください。 

 

５ 重要物品（自動車）の財務規則取扱規程削除について 

 

上田市財務規則第 230 条第１号によ

れば、取得価格が 100万円以上の自動車

を重要物品と定め、同取扱規程第 51 条

第１項において、「当該自動車の製造年

月から５年以内のものとする」として、

製造年月から５年を超えて使用してい

る自動車を除いています。この結果、財

産に関する調書の物品からも除かれて

います。登録して 28 年経過した自動車

が使用（令和６年６月に廃車処分済み）

されていた等、安全を考慮した管理がで

きているとは言えません。（令和５年度

定期監査（第２回）P12 №19参照） 

同取扱規程第 51 条第１項の定めを削

除して、取得価格が 100万円以上の自動

車で使用中のもの全ての台数を反映さ

せ、管理を徹底してください。固定資産

の補助簿である固定資産台帳は耐用年

数経過後、廃車や売却処分まで備忘価格

（１円）を付す必要があり、公有財産台

 

財務規則取扱規程の定めにより自動

車の重要物品の登録、解除を行ってまい

りましたが、今回の指導に基づき、今年

度中に同取扱規程第 51 条第 1 項の削除

を行う予定です。 

 今後、財務会計事務研究会で協議のう

え、すでに重要物品から削除した自動車

の取扱いや総数把握・削減のため自動車

の一元管理等について検討し、安全を考

慮した管理の徹底を図ってまいります。 

 また、関係課と連携し、各種台帳の正

確な管理を行い、土地、建物、物品等の

適正管理に努めてまいります。 

 

会計課 



4 

 

帳との統一化に向けても必要です。 

 

６ 統一した耐用年数に基づく施設の維持管理について 

 

公共施設は耐用年数に基づき適切に

維持管理する必要があります（上田市公

共施設マネジメント基本方針）。 

所管施設について、令和４年度固定資

産台帳と公有財産台帳の耐用年数が異

なっていました。 

西上田駅南口・北口トイレ（平成 15年

建設）及び大屋駅トイレ（平成 17 年建

設）の耐用年数は、固定資産台帳では 15

年で前者が６年、後者が４年超過してい

ますが、公有財産台帳では 24 年でいず

れも耐用年数に到来していません。 

施設を適切に維持管理するために、台

帳上の耐用年数を統一してください。

（関連項目：指導事項 No.7） 

 

 

図面等により、建物構造は木造で、耐

用年数は 15 年であることを確認したこ

とから、公有財産台帳を所管する財産活

用課と協議の上、不備を是正し、台帳上

の耐用年数を統一します。 

また、耐用年数を超過した施設につい

ては、耐用年数が超過していることを踏

まえ、適切な維持管理に努めます。 

 

 

管理課 

７ 鉄道駅関連施設の適切な維持管理等について 

 

指導事項 No.６に記載のとおり、西上

田駅南口・北口トイレ及び大屋駅トイレ

は令和４年度固定資産台帳によるとい

ずれも耐用年数を超過し、老朽化した施

設の更新やバリアフリー化が必要です。

例えば大屋駅男性用トイレは和式のた

め利用者に不便を強いています。 

また、大屋駅市営駐車場は区画線が消

えていて事故のリスクを抱えており、管

理者として適切に維持管理できていな

い状況です。 

駅は「まちの顔」とも言われ、市の魅

力向上につながる施設です。日常点検の

ほか、利用者の声を定期的に聞くなどし

て、施設を適切に維持管理してくださ

い。 

 

 

ご指摘の点を踏まえ、当該箇所（駐車

場の区画線、大屋駅トイレ）の改修に係

る予算について財政課と協議を重ね、予

算を確保し、令和 7年度に改修を実施す

る予定です。 

他駅についても、「まちの顔」として適

切な維持管理に努めます。 

 

 

管理課 
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８ 財産に関する調書の正確な作成、財産区統合等の検討について 

 

令和５年度上田市各財産区特別会計

決算審査意見書に以下の内容の意見を

付しました。 

 

⑴ 財産に関する調書の正確な作成

について 

【東内財産区】 

土地台帳を閲覧したところ地番

と登記地積が二重に記載されてい

るものが数件ありました。土地台帳

に合計欄がなく、トータルチェック

がされていません。内容を精査して

集計し、財産に関する調書に記載さ

れた土地（地積）1,033,528.13㎡と

照合してください。 

【平井財産区】 

土地台帳に合計欄がないため、登

記地積を集計したところ、（同一地

番同一地積の記載分を除く）

668,011.09㎡となり、財産に関する

調書に記載された土地（地積）

710,093.14 ㎡と 42,082.05 ㎡だけ

差異があります。原因を精査されて

一致するようにしてください。 

【西内財産区】 

土地台帳に合計欄がなく、トータ

ルチェックがされていません。内容

を精査して集計し、財産に関する調

書に記載された土地（地積）

896,916.95㎡と照合してください。 

公有財産（1）土地及び建物の区分

に山林 896,916.95 ㎡と記載されて

います。土地台帳によれば地目に原

野や保安林が含まれていることか

ら区分記載してください。なお、現

況が山林であれば、内容が理解でき

るように表を見直しされて説明を

加える等、明瞭表示してください。 

 

⑴ 長年にわたり、当財産区議会におい

て土地台帳および立木の推計蓄積量に

ついて承認が得られてきましたが、単独

での事務局による精査にとどまらず、財

産区議会とともに台帳等の整備を進め

るよう努めてまいります。 

 

【東内財産区】 

土地台帳に合計欄を設け、定期的なトー

タルチェックを実施し、正確性の維持に

努めてまいります。また、二重記載の確

認と防止のため、精査体制を構築しま

す。 

 

【平井財産区】 

 土地台帳の整備を進め、合計欄を追加

します。また、定期的なチェックと財産

調書との照合により、登記情報の正確性

の維持に努めてまいります。 

 

【西内財産区】 

土地台帳に合計欄を設置し、トータルチ

ェックを実施いたします。また、調書と

の照合及び地目の確認を実施し、区分表

示の明瞭化に努めてまいります。 

 

【各財産区共通】 

長野県森林簿を参考に、各財産区の立木

推定蓄積量を実態に合わせて調査して

まいります。 

 

 (2) 東内、平井、西内財産区の統合に

つきましては、令和 6 年 12 月の各財産

区議会で説明をしましたが、歴史的背景

や各財産区の取り組み内容に乖離があ

るため、反対意見が多く、直ちに実現で

きる状況ではありません。 

 

 

丸子地域振

興課 
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【各財産区共通】 

山林について、立木の推定蓄積量

の令和５年度増減及び年度末現在

高がゼロとなっています。長野県が

管理している森林簿の写しを参考

とするなど実態に即した立木の推

定蓄積量を記載してください。 

⑵ 財産区統合等の検討 

【各財産区共通】 

丸子地区の財産区は東内、平井、

西内と３つに分かれています。いず

れも上田市の丸子地域振興課が兼

務して各財産区の事務を処理し、歳

入歳出決算書を作成して監査委員

の審査に付し、各財産区議会の議決

を経ているため、本来の目的である

当該財産区の住民の福祉増進のた

めの管理が円滑に行えているか懸

念されます。 

松食い虫被害対策として伐倒燻
く ん

蒸を実施することや、間伐、植林、

森林作業道の整備、松茸山公売増収

等の長期的展望に立った山林の育

成と管理を行うには、３つの財産区

の統合や上田市へ統合（財産処分）

することにより事務の効率化や上

田市の住民の視点から福祉増進が

期待されることから検討してくだ

さい。 

 

丸子地域振興課は、上記⑴について、

各財産区が適切な事務処理を進められ

るよう指導してください。また、⑵につ

いて上田市への統合を視野に入れ、関係

各課と協議しながら検討事項について

進捗が図られるように適切な管理を行

ってください。丸子地域の振興につなが

ることを期待します。 

 

事務局としては、監査委員のご指摘を真

摯に受け止め、丸子地域における財産区

の統合については関係部局と協議をし

ながら慎重に進めてまいります。 
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【監査の結果［検討事項］に関する報告に基づく措置等の内容】 

検 討 事 項 措置等の状況 機関名 

１ 債務負担行為限度額と支出及び支出予定額の管理について 

 

令和６年度に実施した決算審査にお

いて予算で議決された債務負担行為限

度額について、５年度支出額と６年度以

降の支出予定額を審査したところ、一部

記載漏れ等があり、訂正を求めました。 

債務負担行為とは「歳出予算の金額、

継続費の総額又は繰越明許費の金額に

含まれているものを除き、将来にわたる

債務を負担する行為を指す」とされ、予

算で定めておかなければなりません。 

過年度に債務負担行為をしているも

のについては重ねて債務負担行為を設

定する必要はありませんが、予算に関す

る説明書のうち、債務負担行為に関する

調書の提出が求められています。 

調書の正確性を期すため、年度末限度

額の設定額と実行額、前年度末までの支

出額と当年度支出額並びに翌年度以降

の支出予定額を区分し、所管部局、事項

別に分類して管理することを検討して

ください。 

 

 

債務負担行為を用いた契約等は増加

傾向にあり、設定額に対する実績の把

握・整理は重要であると考えています。 

債務負担行為の設定額等については、

財政課において、契約情報等を把握し、

正確な管理に努めます。また、令和６年

度の財務会計システム更新により、新た

に債務負担行為のメニューを使用でき

るようになりましたので、システムを活

用し、事業担当課とも情報共有を図り、

正確な管理に努めてまいります。 

 

財政課 

２ 学校給食費の公会計化等の検討について 

 

上田市の小中学校は、学校給食費の徴

収事務について各学校の教職員が担っ

ています。収入は私会計とされ一般会計

に計上されていません。 

教員の業務負担の軽減、保護者の利便

性の向上、徴収・管理業務の効率化、透

明性の向上等の効果が見込まれるとし

て、文部科学省は令和元年７月に「学校

給食費徴収・管理に関するガイドライ

ン」を公表して徴収・管理業務を他の収

入事務と同じく地方自治体が自らの業

 

学校給食費の公会計化には、教職員の

徴収管理から給食費管理システムでの

一元管理となるため、システム構築及び

保守費用、人員体制の確保が必須となっ

てまいります。 

システム構築に関しては、導入経費及

び運用コストが高額であり、また、児童

生徒の学校、学年、クラス等の情報は、

現在運用している学齢簿システムと連

携することが効率的ですが、令和 8年 3

月の標準化に向けた対応により、給食費

 

学校保健給

食課 
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務とし、公会計化（一般会計の歳入とす

ること）を推進するよう通知していま

す。 

令和５年８月 31 日に公表された全国

の学校給食を実施している教育委員会

を対象にした調査によると、公会計化等

を 実施 してい る自治 体 519 団 体

（34.8％）と準備・検討している自治体

454団体（30.4％）の合計は 65.2％とな

り、前回調査から３％増加したと報告さ

れています。 

情報システムの導入や運用コスト、人

員確保等の課題はありますが、ガイドラ

イン公表から相当期間経過したことに

伴い、情報システムの標準化によるコス

ト低下の状況や同規模自治体の先行事

例の実態調査等を実施され、学校給食費

の公会計化等の検討を求めます。 

内部統制が図られ、収入未済の管理が

一般会計と同じくなることから債権管

理室との連携や監査委員の財務監査（定

期）の対象となることで会計の透明性が

向上することも大切です。 

 

管理システムの開発には時間を要する

ことが想定されております。 

人員体制に関しては、徴収事務や滞納

管理業務に対応する人員配置の検討が

必要となりますが、いずれの場合も大き

な財源を伴うものとなってまいります。 

 併せて、国においては、給食無償化に

ついて「まずは小学校を念頭に、地方の

実情などを踏まえ、令和 8 年度に実現

し、その上で、中学校への拡大も、でき

る限り速やかに実現する」としており、

骨太の方針 2025 において「これまで積

み重ねてきた各般の議論（「給食無償化」

に関する課題の整理について（令和 6年

12月 27日文部科学省）等）に基づき具

体化を行い、令和 8年度予算の編成過程

において成案を得て、実現する。」との

方向性が示されたところです。 

 以上の状況から、公会計化における課

題を整理しつつ、給食費無償化に係る

国・県の動向を注視しながら、検討を進

めてまいりたいと考えております。 

３ 入館者増加の取組について 

 

２館の令和５年度の入館者数は次の

とおりで、決して多い人数とは言えませ

ん。 

・信濃国分寺資料館・・・2,936人（9.8

人/日） 

・丸子郷土博物館・・・330人（1.1人

/日） 

信濃国分寺資料館は国分寺関係資料

と上田小県地域の原始・古代を、丸子郷

土博物館は丸子地域の考古・近代（製糸

業）を中心として、それぞれ特徴を生か

し企画展等事業を実施していますが、合

併以前からの地域性によった内容とな

っています。 

 

御指摘の二つの館につきましては、新

型コロナウィルスの流行後から徐々に

入館者数が回復してきているところで

すが、引続き、より多くの方々に観覧し

ていただけるよう、魅力ある展示や講座

の開催に工夫してまいります。 

 博物館の展示・収蔵資料の多くを占め

る歴史資料は、時代や地域に深く結びつ

いていることから、市内の３つの博物館

施設では、時代性、地域性を生かしてそ

れぞれ特色ある館の運営を行ってまい

りました。今後は、上田市歴史文化基本

構想や上田市文化財保存活用地域計画

等を進める中で、これらの施設の役割の

 

信濃国分寺

資料館 

 

丸子郷土博

物館 
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展示目的別に各館の役割の見直しが

必要と考えます。例えば、信濃国分寺資

料館は原始・古代、丸子郷土博物館は製

糸業を中心とした近代、その間をつなぐ

時代を市立博物館が担当するなど各館

が全市をカバーした時代区分によった

役割に再編することも一案です。令和８

年、上田市誕生 20年を迎えるにあたり、

「地域の宝」を守り、発信する積極的な

取組によって郷土への愛着や誇りを育

てる拠点となることを期待します。 

 

再整理、収蔵・管理及び保存・研究環境

の充実及び、市民や来訪者に系統的かつ

分かりやすい展示紹介のできる施設づ

くりについて関連部局と連携しながら

取り組んでまいります。 
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【監査の結果に関する報告に添えて提出する［意見］に基づく方針の内容】 

意  見 方針の内容 機関名 

１ 小中学校の実態に即した改築等について 

 

上田市公共施設マネジメント基本方

針（令和４年 11 月改訂）によれば「公

共施設を適切に維持管理し耐用年数ま

で大切に使います」と公共施設５原則の

２で記載されています。 

用語解説で耐用年数は建物寿命と同

義で更新（建替え）の目安として一般財

団法人日本建築学会で示されている標

準的な目標耐用年数としての代表値が

60年とされており、当市もこの考え方に

基づいているとされています。 

これに対して、上田市学校施設長寿命

化計画（令和３年３月）によれば「改修

等の基本的な方針」として、「学校施設

の目標使用年数を概
おおむ

ね 80 年と定め、施

設を長期間適正に使用できるよう、概ね

20 年ごとに必要な施設改修を行うこと

とします。」としています。 

固定資産台帳は民間と同じく財務省

の「減価償却資産の耐用年数等に関する

省令」で定められた耐用年数 47 年を採

用しています。 

小中学校の耐用年数について 80 年・

60 年・47 年と３つの耐用年数が示され

ています。 

方針や計画、台帳の背景や趣旨は理解

できますが、建物寿命が近くなり、更新

（建替え）等が必要と思われる校舎につ

いて、財務監査（定期）結果において記

載したとおりであり、実態に即した更新

等が行われることを期待します。 

 

 

小中学校の改築事業につきましては、

上田市学校施設長寿命化計画（令和３年

３月）に基づき、概ね 80 年の目標使用

年数を見据えた改築や長寿命化改修な

どを実施しております。 

当該事業にあたっては、国庫補助金や地

方債を最大限に活用し、財源の確保に努

めながら、実態も考慮した改築等を進め

てまいります。 

 

教育施設整

備室 

 

上田市監査委員事務局 


